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１．はじめに 

わが国において今後の開発が期待される洋上風力発

電 1)では，暴風波浪時が支持構造物の設計において最も

重要な設計状態となる．一般に暴風や高波はそれぞれ極

値統計解析に基づく再現期待値として設計に用いられ

る．暴風や高波はいずれも気象擾乱によって生成される

ものであるが，わが国の気象擾乱には，台風，熱帯低気

圧，日本海低気圧等さまざまな要因がある．特に波浪の

場合，吹送距離によっては，沖合で生成された長周期の

波が減衰することなく，うねりとして沿岸域に伝播する

場合がある．このため，沿岸域のある地点で暴風と高波

を観測すると，時間的位相差によって，両者の相関性が

明瞭でない場合が発生し得る．一例として，全国港湾海

洋波浪情報網（NOWPHAS）2)のうち，九州北部沿岸の

藍島および玄界灘における 10 分平均風速と有義波高の

相関出現分布を図－1に示す．図において，玄界灘の方

が相関係数が小さいのは，外洋からのうねりの伝播に伴

う時間的位相差に起因するものと考えられる． 

このようなことから，洋上風力発電を先行する欧州で

は，同一の再現期間の風荷重と波荷重が同時に生起する

ことは極めて稀であると考え，再現期間もしくは荷重係

数によって一方の荷重を低減した組合せが規定されて

いる例えば 3) 4)．しかしながら，欧州とわが国とでは気象

擾乱の種類や吹送距離が異なるため，同手法をそのまま

適用することは適切ではないし，日本海側と太平洋側で

両荷重の相関性は大きく異なるものと考えられる． 

以上のことから，本研究ではモンテカルロ法を用いて，

暴風荷重 V および高波荷重 H の最適な組合せ方法につ

いて検討する．ここで再現期間については，一般に用い

られる 50 年再現期待値を基本（超過確率 P=1/50=0.02，

設計供用年数 20 年間の遭遇確率 E=0.33）とする．この

とき，暴風波浪時荷重 S の組合せ方法は，荷重低減係数

を用いて下式のようになる． 

50 50V HS V H           (1) 

２．解析方法 

モンテカルロ法を用いて，２つの極値変数 xV，xH間の

相関係数VH を変化させた場合の，結合確率 PVH(1,1) 

=0.02 となる最適な荷重低減係数opt について探索した．

一様乱数の発生には高精度であるメルセンヌ・ツイスタ

を用い，試行回数は 100 万回とした．検討に用いた極値

変数を表－1に示す．なお，尺度母数 A と位置母数 B は

x=1 のとき超過確率 P=0.02 となるように調整している． 

表－1 解析に用いた極値分布形（モデルケース） 

極値変数 xV (xV’) xH (xH’) 

極値分布形 ワイブル ワイブル 

形状母数 k 1.4 2.0

尺度母数 A 0.3 0.5

位置母数 B 0.205 0.011

解析手順を以下に示す． 

① 互いに独立な一様乱数 uV，uH を，表－1 に示した極

値変数 xV’，xH’に変換する（図－2）． 

② コレスキー分解により，相関係数VH=0, 0.2, 0.5, 0.8, 

1.0 を有する極値変数 xV，xHに変換する（図－3）． 

③ 各荷重低減係数V，H を以下の 3 通りの方法で低減

させた場合の，結合確率 PVH(V,H)を計算する． 

方法：V=1 とし，Hを 1.0～0.0 まで 0.05 刻みで低減 

方法：H=1 とし，Vを 1.0～0.0 まで 0.05 刻みで低減 

方法：V，Hを 1.0～0.0 まで 0.05 刻みで等しく低減 

 

 

 

 

 

 

 

 

    a)藍島          b) 玄界灘 

図－1 風速と波高の相関出現分布 

（1996～2007 年データ，国土交通省港湾局より受領） 
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④ PVH(optV,optH)=0.02 となる最適荷重低減係数opt を算

定する．これと相関係数VHの関係を調べる． 

３．検討結果 

図－4 に手順③による結合確率 PVH(V,H)の算出結果

の一部を示す．まず，方法による図中の (a)と(b)を比

較すると，相関係数VH の小さい (b)の方が，最適荷重

低減係数opt は小さくなっていることがわかる．一方の

荷重を低減する方法 1,2 による(c)と(d)では，opt はさら

に小さい値となるのは当然であるが，(c)と(d)でoptの値

が異なっている．このことは，極値分布形によって最適

荷重低減係数が変化することを意味している． 

図－5 は，各方法について，相関係数VH と最適荷重

低減係数opt の関係を示したものである．opt はVH に応

じて大きくなるという比例関係にあり，方法 1 よりも安

全側の設計結果を与える方法 2 でopt=0.20～1.0，方法 3

でopt=0.70～1.0 の値となる． 

４．まとめ 

以上の検討により，暴風荷重と高波荷重の組合せ方法

について，現在以下の式形を考えている． 

50 50V HS V H           (2) 

1.0, 0.9 0.1

0.9 0.1, 1.0

0.4 0.6
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V VH H
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方法１：

方法２：

方法３：

      

式(2)において例えばVH =0.6 のとき，方法 1,2 では荷重

低減係数=0.64 となり，これは本計算条件において再現

期間 5 年程度に相当する． 

今後は検討ケース数を増やした極値分布形の影響把

握，対数正規分布に近似することによる結合確率の解析

的検討 5)，NOWPHAS 観測データや「日本近海の波と風

データベース」（（独）海上技術安全研究所）を用いた

相関係数VHの評価を実施する予定である． 
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図－2 生成した極値変数の頻度分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－3 相関を有する 2つの極値変数の生成例 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 方法 3，VH =0.8    (b) 方法 3，VH =0.5 
 

 

 

 

 

 

 

(c) 方法 1，VH =0.5    (d) 方法 2，VH =0.5 

図－4 結合確率 PVH(V,H)の算出結果の例 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－5 相関係数VHと最適荷重低減係数optの関係 
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